
国土交通省 中部地方整備局

四日市港湾事務所

2026年度 事業概要

四日市港
霞ヶ浦地区

塩浜地区
護岸本体工

直轄海岸保全施設整備事業
（四日市港海岸）

霞ヶ浦北ふ頭地区 W81岸壁 土留本体据付工

海岸保全施設整備事業 塩浜地区 構造物撤去工及び本体工



１

  国際拠点港湾 1港（四日市港）

  重要港湾    2港（津松阪港・尾鷲港）

  地方港湾  17港 計20港

三重県内の港湾（内訳）

R3.4「令和2年度四日市港施設計画検討業務」
公開用報告書P14 より

【四日市港湾事務所】

所長

副所長（事務）

副所長（技術）

総務課長 総務係長

港湾利用調査官

期間業務職員

期間業務職員

期間業務職員

工務課長

企画調整課長

保全課長

先任建設管理官（第一建設管理官室）

工務係長

港湾機能維持係長

技官 期間業務職員

建設管理官 技官 期間業務職員

技官

四日市港湾事務所 行（一）25名、期間業務職員6名 ＝ 計31名

事務官

先任建設管理官（第二建設管理官室）

技官

補償調整官 事業調整係長

海岸課長 維持管理支援係長 技官 期間業務職員

港湾保安調査官

＜三重県内の港湾位置図＞
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四日市港湾事務所

出典：三重県HP 三重の港湾



（単位：千円、工事費ベース）

【当初】 【補正】 【当初】
R8当初
/R7当初

1,787,000 3,720,000 1,881,000 1.05

1,587,000 3,540,000 1,860,000 1.17

200,000 180,000 21,000 0.11

40,000 0 39,000 0.98

1,827,000 3,720,000 1,920,000 1.05

570,000 30,000 570,000 1.00

570,000 30,000 570,000 1.00

570,000 30,000 570,000 1.00

2,397,000 3,750,000 2,490,000 1.04

令和7年度予算

予防保全事業

事業内容 費　目

令和8年度予算 伸び率

港湾事業

港湾改修費

四日市港霞ヶ浦地区国際物流ターミナル整備事業

貸付国有港湾施設整備事業費

　小　計

　合　計

　小　計

海岸事業

海岸保全施設整備事業費

四日市港海岸直轄海岸保全施設整備事業

＜予算・組織について＞

（１）令和７，８年度予算

（２）予算の推移

港湾改修費 海岸保全施設整備事業費

元データ

１２

元データ250325：工務課更新

津松阪港海岸 四日市港海岸

（２）四日市港湾事務所の組織体制 【四日市港湾事務所】

所長

副所長（事務）

副所長（技術）

総務課長 総務係長

港湾利用調査官

期間業務職員

期間業務職員

期間業務職員

工務課長

企画調整課長

保全課長

先任建設管理官（第一建設管理官室）

工務係長

港湾機能維持係長

技官 期間業務職員

建設管理官 技官 期間業務職員

技官

四日市港湾事務所 行（一）25名、期間業務職員6名 ＝ 計31名

事務官

先任建設管理官（第二建設管理官室）

技官

補償調整官 事業調整係長

海岸課長 維持管理支援係長 技官 期間業務職員

港湾保安調査官

【四日市港湾事務所】

副所長（事務） 総務課長 総務係長 期間業務職員

期間業務職員

港湾利用調査官 期間業務職員

契約事務管理官 事務官

課長補佐
（港湾空港整備・補償課より併任）

海岸管理第二係長所長 ［管理担当課長］

［管理担当係長］

期間業務職員

（海岸課兼任）
工務課長 工務係長 技官

期間業務職員

副所長（技術） 企画調整課長 港湾工事情報管理係長 技官

海岸課長

先任建設管理官

（第二建設管理官室）

海岸第一係長 技官 期間業務職員

保全課長 技官 期間業務職員

技官

先任建設管理官

（第一建設管理官室）

港湾保安調査官 期間業務職員

主任 期間業務職員

◆：事務所付

【行(一)26名、期間業務職員9名 = 全35名】

【四日市港湾事務所】

副所長（事務） 総務課長 総務係長 期間業務職員

期間業務職員

港湾利用調査官 期間業務職員

契約事務管理官 事務官

課長補佐
（港湾空港整備・補償課より併任）

海岸管理第二係長所長 ［管理担当課長］

［管理担当係長］

期間業務職員

（第二建設管理官室兼任）
工務課長 工務係長 技官

期間業務職員

副所長（技術） 企画調整課長 港湾工事情報管理係長 技官

海岸課長

先任建設管理官

（第二建設管理官室）

海岸第一係長 技官 期間業務職員

保全課長 技官 期間業務職員

技官

先任建設管理官

（第一建設管理官室）

港湾保安調査官 期間業務職員

主任 期間業務職員

【行(一)26名、期間業務職員8名 = 全34名】

【四日市港湾事務所】

副所長（事務） 総務課長 総務係長 期間業務職員

期間業務職員

港湾利用調査官 期間業務職員

契約事務管理官 事務官

課長補佐
（港湾空港整備・補償課より併任）

海岸管理第二係長所長 ［管理担当課長］

［管理担当係長］

期間業務職員

工務課長 工務係長 技官

期間業務職員

副所長（技術） 企画調整課長 港湾工事情報管理係長 技官

海岸課長

先任建設管理官

（第二建設管理官室）

海岸第一係長 技官

保全課長 技官 期間業務職員

技官

先任建設管理官

（第一建設管理官室）

港湾保安調査官 期間業務職員

主任 期間業務職員

【行(一)26名、期間業務職員8名 = 全34名】



中部地域背後圏の高規格幹線道路の整備状況

＜四日市港の概要＞

■四日市港背後圏の道路ネットワーク
高規格幹線道路の整備が着実に進展。

全線開通により、滋賀県、岐阜県など背後圏からの四日市港へのアクセスが向上する
見通し。

北勢バイパス

鈴鹿四日市道路

中勢バイパス

国道２３号

凡例

コンテナ ○

▲

■

四日市港

東ソー（株）

NTN（株）

東洋タイヤ（株）

ロート製薬

日立建機（株）

ヴァーレ・ジャパン

ヤンマー 

積水化学工業

（株）ブリヂストン 

ダイハツ工業(株)

住友電装（株）

横浜ゴム（株）

イオン（株）中部RDC
コスモ石油(株）

(株)ＪＥＲＡ

新家工業（株）

LIXIL(近畿物流センター)

本田技研工業（株）

いなべ市の工業製造品出荷額等の推移

１

道路ネットワーク進展による四日市港からの所要時間短縮

総合交通分析システム（NITAS）より作成
（現況：H30、将来：R8年度末の道路網）

四日市港

名古屋

三重県

愛知県

滋賀県

石川県

岐阜県

福井県

東海環状
自動車道

出典：中部地方整備局 北勢国道事務所資料

３

出典：中部地方整備局 北勢国道事務所HP(http://www.cbr.mlit.go.jp/hokusei/)に四日市港湾事務所追記

2019年
3月17日開通

6.4km

2019年
3月17日開通
22.9km

北勢バイパス

鈴鹿四日市道路

中勢バイパス

霞4号幹線
2018年4月1日開通

菰野IC

鈴鹿PAスマートIC

亀山西JCT

新四日市JCT

東員IC

大安IC

四日市湯の山道路
2018年10月27日全通

9.0km

鈴鹿亀山道路

60分未満

60～120分未満

120～180分未満

180～210分未満

210分以上

四日市港

四日市港起点到達時間

東海環状
自動車道

福井県

滋賀県

岐阜県

愛知県

三重県

【現状】 【将来】

名古屋
清水

京浜

御前崎四日市
阪神

名古屋
清水

京浜

御前崎四日市
阪神

東海環状自動車道の
整備効果

出典：NITAS（国土交通省）より作成
 注：東アジア航路が就航する各港湾のCTから背後市区町村の役所位置までの走行時間の計算結果を比較し、優位となる圏域を作図したもの。

大阪港・神戸港優位

四日市港優位

名古屋港優位

御前崎港優位

清水港優位
東京港・横浜港優位

大阪港・神戸港優位

四日市港優位

名古屋港優位

御前崎港優位

清水港優位
東京港・横浜港優位

いなべIC

本巣IC

工程精査中

2025年4月6日 開通     

11.7ｋｍ
2025年8月30日 開通

6.8ｋｍ

2025年
3月開通

2025年3月29日開通

岐阜IC

御前崎

名古屋 清水

京浜

四日市

阪神

御前崎

名古屋 清水

京浜

四日市

阪神

http://www.cbr.mlit.go.jp/hokusei/


■コンテナ貨物の四日市港背後圏流動状況

１）四日市港利用の輸出コンテナの生産地分布

R3.4「令和2年度四日市港施設計画検討業務」
公開用報告書P38より

 四日市港利用の輸出コンテナの生産地分布をみると、三重県内からの輸出が約8割を占めており、
このうち四日市市が2,840TEU/月（2023年11月）と49.0%、次いで鈴鹿市が871TEUと
15.0%を占めています。

三重県以外からは滋賀県彦根市や竜王町からの輸出で、四日市港輸出の12.5％を占めています。

出典：令和5年度全国輸出入コンテナ貨物流動調査

【四日市港を利用する輸出コンテナ貨物量の生産地分布（2023年11月）】

１

2）四日市港利用の輸入コンテナの消費地分布

 四日市港利用の輸入コンテナの消費地分布をみると、三重県内への輸入が約7割を占めており、
このうち四日市市が924TEU（2023年11月）と22.3％、次いで東員町が474TEUと11.4％を
占めています。

三重県以外では滋賀県への輸入が多く、四日市港利用コンテナの約2割を占めており、米原市へ
の輸入は566TEUと四日市港利用輸入コンテナの13.7%を占めています。
【四日市港を利用する輸入コンテナ貨物量の消費地分布（2023年11月）】

４

四日市市

2,840TEU

49.0%

鈴鹿市

871TEU

15.0%

三重県他

943TEU

16.3%

滋賀県

723TEU

12.5%

その他

418TEU

7.2%

R5年11月

四日市港

輸出コンテナ

5,795TEU

【生産地】

東南アジア

4,184TEU

72.2%

東アジア

1,611TEU

27.8% R5年11月

四日市港

輸出コンテナ

5,795TEU

【使用航路】

東南アジア

2,322TEU

56.0%

東アジア

1,824TEU

44.0%

R5年11月

四日市港

輸入コンテナ

4,146TEU

四日市市

924TEU

22.3%

東員町

474TEU

11.4%

鈴鹿市

457TEU

11.0%
津市

321TEU

7.7%

伊勢市

233TEU

5.6%

三重県他

522TEU

12.6%

滋賀県

米原市

566TEU

13.7%

滋賀県他

434TEU

10.5%

その他

215TEU

5.2%

R5年11月

四日市港

輸入コンテナ

4,146TEU

【生産地】

【使用航路】
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※端数は四捨五入

１

■四日市港の取扱貨物量

１）海上出入貨物量の推移

2025年（令和7年）     外貿取扱貨物量： 3,363万トン  → 対前年比0.97

    内貿取扱貨物量： 1,917万トン  → 対前年比0.93

２）外国貿易貨物の品種別内訳（2025年（令和7年）） 出典：四日市港統計2025年速報

出典：四日市港統計2025年速報 

出典：四日市港統計2025年速報

原油 43.7%
（アラブ首長国、

サウジアラビアほか）

LNG 31.8%
（マレーシア、オーストラリアほか）

その他
 9.2%

５

データ参照先
¥¥yok-sv¥共有¥移行用フォルダ¥共有ファ
イル¥05企画調整課¥企画調整課¥☆令和６
年度¥□データ集¥グラフデータ

2024年輸出

368万t

化学薬品
24.7%

自動車部品

17.1%

揮発油
9.3%

完成自動車
14.8%

合成樹脂等 10.6%

（韓国ほか）

(中国ほか)

(インドほか)
(台湾ほか)

(ベルギーほか)

その他
23.5%

2024年輸入

3,089万t
原油 47.8%

LNG 28.3%

石炭 7.0%

揮発油 3.5%

LPG 3.3%

(アラブ首長国ほか)

(サウジアラビアほか)

(オーストラリアほか)

(マレーシアほか)

(アメリカほか)
その他
10.1%

2024年移出

1,616万t

2024年移入

442万t

３）国内貿易貨物の品種別内訳（2025年（令和7年））

22.3%

16.8%

15.3%
13.3%

9.2%

23.1%

2025年輸出

343万t

化学薬品

自動車部品

完成自動車
合成樹脂等

揮発油

(中国ほか)

(タイほか)

(インドほか)(インドほか)

(韓国ほか)

その他

45.7%

31.6%

6.5%

3.9%

2.6%

9.6%

2025年輸入

3,020万t

原油

LNG

石炭

LPG

揮発油

(アラブ首長国ほか)

(オーストラリアほか)

(オーストラリアほか)

(アメリカほか)

(韓国ほか)
その他

23.9%

19.8%

18.2%

9.5%

8.4%

20.2%

2025年移出

1,502万t
完成自動車

揮発油

重油

その他の石油

石炭

その他
24.5%

22.8%

22.2%

13.4%

4.3%
12.8%

2025年移入

414万t

揮発油

重油

化学薬品

完成自動車

LPG
その他
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W80号岸壁供用

新型コロナウイルス
の世界的流行中国経済成長の減速リーマンショック 東日本大震災

４）コンテナ貨物量の推移

出典：四日市港統計2025年速報

出典：四日市港管理組合ホームページ「四日市港コンテナ定期航路網」

6）外航コンテナ定期航路 出典：四日市港統計2025年速報

※印はスペースチャーター、スロットチャーター

１６

コンテナ取扱個数（千TEU）

霞4号幹線開通伊勢湾岸自動車道
全線開通

データ参照先
¥¥yok-sv¥共有¥移行用フォルダ¥共有ファ
イル¥05企画調整課¥企画調整課¥☆令和６
年度¥□データ集¥グラフデータ2024年輸出

1,826千t

木製品

14.5%

合成樹脂等

12.8%
その他

46.2% 2024年輸入
1,402千t

W80号岸壁供用

新型コロナウイルス
の世界的流行

中国経済成長の減速
リーマンショック 東日本大震災

霞4号幹線開通伊勢湾岸自動車道
全線開通

四日市港の外貿コンテナ定期航路網１3サービス（2026年（令和8年） 4月7日時点）

W80号岸壁供用

新型コロナウイルス
の世界的流行中国経済成長の減速リーマンショック

東日本大震災

霞4号幹線開通

伊勢湾岸自動車道
全線開通

５）外貿コンテナ貨物の品種別内訳（2025年（令和7年））

区分 航路（目的地） 便数（曜日） 船社名

1

韓国 韓国

週1便（木）
Pan Con
*CK Line、Heung-A、
KMTC、DONGJIN

2 週1便（金）
KMTC
*CK Line、Pan Con

3 週1便（木） Pan Ocean

4
中国

中国（渤海湾） 週1便（水-木） SITC

5 中国（上海） 週1便（水） COSCO

6

東
南
ア
ジ
ア

中国･台湾･香港・ベトナム 週1便（土-日） Evergreen Line

7 中国・台湾･シンガポール・マレーシア 週1便（水-木） Evergreen Line

8 台湾･香港･タイ 週1便（土） Wan Hai Lines

9 中国･台湾･シンガポール･インドネシア 週1便（水） OOCL *COSCO

10 韓国・中国・ベトナム 週1便（月-火） SITC

11 韓国・フィリピン 週1便（日） ONE *HMM

12 ベトナム・シンガポール・インドネシア 週1便（火） ONE

13 ｱﾌﾘｶ
韓国･中国･台湾･シンガポール･
スリランカ･ケニア･タンザニア

週1便（水） MSC

33.0%

26.1%

16.0%

12.1%

6.5%
6.2%

2025年輸出
1,743千t

その他
産業機械

ゴム製品

化学薬品

合成樹脂等

自動車部品
14.2%

14.2%

9.1%

8.9%

7.3%

46.4%

2025年輸入
1,434千t

その他

その他日用品

化学薬品

樹脂類

合成樹脂等

木製品



１７

７）完成自動車の取扱状況

８）エネルギー関連等貨物の取扱状況

W24、W25岸壁に２隻同時に着岸する自動車輸送船

W27

W26

W25

W24

W23

W22

W60～62
方位記号3

モータープール
四日市港管理組合へのヒアリングを基に四日市港湾事務所作成

【完成自動車取扱量の推移】

：現状 ：拡張 ：将来運用

【石炭】

【原塩】

東ソー

コスモ石油
四日市霞発電所

バイオマス保管倉庫

ＪＥＲＡ 四日市火力発電所

（バイオマス発電設備）

中部コールセンター貯炭場

W27

W26

W25

W24

W23

W22

W60～62

※W60-62は石炭移出用に利用：現状

【主なエネルギー関連等貨物取扱量の推移】

出典：四日市港統計2024年速報

データ参照先
¥¥yok-sv¥共有¥移行用フォルダ¥共有ファ
イル¥05企画調整課¥企画調整課¥☆令和６
年度¥□データ集¥グラフデータ

東ソー

コスモ石油
四日市霞発電所

バイオマス保管倉庫
ＪＥＲＡ 四日市火力発電所

（バイオマス発電設備）

中部コールセンター貯炭場

W27

W26

W25

W24

W23

W22

W60～
62

※W60-62は石炭移出用に利用：現状

【主なエネルギー関連等貨物取扱量の推移】

【石炭】

【原塩】

出典：四日市港統計2025年速報

W24、W25岸壁に２隻同時に着岸する自動車輸送船

W27

W26

W25

W24

W23

W22

W60～
62

南ふ頭

方位記号3

モータープール
四日市港管理組合へのヒアリングを基に四日市港湾事務所作成

【完成自動車取扱量の推移】

：現状 ：拡張 ：将来運用
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四日市港貿易額(左軸) 三重県内製造品出荷額(左軸)

外貿コンテナ貨物取扱個数(右軸) 外貿貨物取扱量(右軸)

四日市市
736億円

(2020年度)

市税収入

23.8%

175億円

１

1兆6390億円

県内総生産
三重県

8兆864億円
(2019年度)

20.3%

四日市市
15万7,729人
(2016年度)

雇用者数

21.6%

3万4,145人

四日市港が地域経済にもたらす効果は多岐にわたっています。例えば、港湾が存在するこ
とにより、港湾に関わる企業や周辺に立地する企業などに勤める人々が商品やサービスを購
入するほか、企業自身が設備投資を行ったり、港湾を通じて海外への輸出や県外への移出を
行ったりするなど、さまざまな需要が生み出されています。そうした需要は、それに関わる
産業の生産を生み、さらに、その産業の資材やサービスの購入が他産業の新たな生産を呼び
起こすなど、効果が他部門へと波及していきます。

＜四日市港の経済効果＞

■三重県にもたらされた経済効果

■四日市市にもたらされた経済効果

出典：四日市港と地域経済（令和4年度四日市港経済効
果調査の概要）／四日市港管理組合

三重県
89万5420人
(2015年度)

雇用者数

19.2%

17万2,336人

三重県
2,679億円
(2021年度)

県税収入

28.6%

768億円

四日市市
1兆7.678億円
(2019年度)

市内総生産

25.9%

4,585億円

８8

出典：貿易統計、経済構造実態調査（旧工業統計）、四日市港統計2025年速報より整理

※三重県内製造品出荷額は2021年まで工業統計、2022年から経済構造より整理（2023年が最新）



９

■ 四日市港霞ヶ浦地区国際物流ターミナル整備事業

W25

W22

W23

W24

W25W80

W26

W27

＜港湾事業＞

１．事業の必要性及び概要
近年、東南アジア航路のコンテナ貨物の増加やコンテナ船の大型化の進展により、水深14m

岸壁を有する北ふ頭の利用が増加しています。また、背後の自動車企業等において完成自動車の
取扱が増加する見込みです。
今後、大型船の着岸可能な岸壁の不足が見込まれることから、これらに対応した港湾機能の強

化が必要となっています。
このため、霞ヶ浦地区において、国際物流ターミナルの整備を行います。

２．事業箇所
三重県四日市市

３．令和８年度事業予定内容及び現在の実施状況
令和７年度は基礎工事、土留本体据付工事、裏込工

事および被覆工事を行いました。
令和８年度には土留本体据付工事、裏込工事、被覆

工事および上部工事等を行う予定です。

北ふ頭
南ふ頭

W27
(-12m)

W80
(-14m)

W81

霞ヶ浦地区

ふ頭用地(12.0ha)

荷役機械(2基）

臨港道路
(330m)

コンテナ

泊地(水深
14m、1.4ha)

岸壁
(水深14m、330m)

(耐震)

完
成
自
動
車

エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
等
貨
物

W26
(-12m)

W25
(-12m)

W24
(-12m)

W23
(-12m)

W22
(-14m)

方位記号3

【現状】

【整備後】

霞ヶ浦北ふ頭へコンテナ機能の集約化

整備イメージ

霞ヶ浦地区

【四日市港】

・整備施設：岸壁（水深14ｍ）（耐震）、泊地（水深14ｍ）、
臨港道路、ふ頭用地、荷役機械

・事業期間：令和３年度～令和12年度
・総事業費：583億円（うち港湾整備事業費370億円）

北ふ頭に係留するコンテナ船

南ふ頭に係留する自動車船

保全課 伊藤更新

https://blog-imgs-118.fc2.com/m/a/p/maplab/houi_3_20180213011345cff.png


４．岸壁の構造及び整備状況

１

202３年度（令和５年度）整備箇所

凡例

202２年度（令和４年度）整備箇所

202４年度（令和６年度）以降整備予定箇所

１０

【岸壁標準断面図】

水深14m

海側 陸側

港湾事業（四日市港湾事務所）と河川事業（三重河川国道事務所）が連携し、地盤改良に
必要な砂材の一部として、近隣の鈴鹿川で発生する河道掘削砂を活用。

鈴鹿川

霞ヶ浦北ふ頭

地盤改良箇所

河道掘削箇所

四日市港湾事務所 三重河川国道事務所

SCP改良のための砂が必要 河道掘削土砂の処分が必要

事業連携

シルト・粘土及び粗礫分の含
有量が各々10%

以下であり、必要とする性能
を満たしている。

令和3年6月25日に文書を取り交わし
7月12日より仮置きヤードに受入開始
（地盤改良で必要な砂約20万m3のうち
令和3年度は約4.2万m3の受入を予定）

※環境へ配慮のため、瀬戸内海の多くの地域で海底砂の規制が進むなど、近年、砂の供給が課題となっている

掘削砂の性状

掘削箇所の砂

10cm

【岸壁平面図と整備状況】

令和6年度 整備箇所

凡例
令和5年度 整備箇所

令和7年度 以降整備予定箇所

シルト・粘土及び粗礫分
の含有量が各々10%

以下であり、必要とする
性能を満たしている。

６．コスト縮減の取り組み  ～河川事業との連携～

港湾事業（四日市港湾事務所）と河川事業（三重河川国道事務所）が連携し、地盤改良に必要
な砂材の一部として、近隣の鈴鹿川で発生する河道掘削砂を活用。

鈴鹿川

霞ヶ浦北ふ頭

地盤改良箇所

河道掘削箇所

四日市港湾事務所 三重河川国道事務所

SCP改良のための砂が必要 河道掘削土砂の処分が必要

事業連携
シルト・粘土及び粗礫分の含有量が各々10%

以下であり、必要とする性能を満たしている。

令和3年6月25日に文書を取り交わし
7月12日より仮置きヤードに受入開始
（地盤改良で必要な砂約20万m3のうち
令和3年度は約4.2万m3の受入を予定）

※環境へ配慮のため、瀬戸内海の多くの地域で海底砂の規制が進むなど、近年、砂の供給が課題となっている

掘削砂の性状

掘削箇所の砂

10cm

※環境へ配慮のため、瀬戸内海の多くの地域で海底砂の
規制が進むなど、近年、砂の供給が課題となっている

港湾事業（四日市港湾事務所）と河川事業（三重河川国道事務所）が連携し、地盤改良に必要な砂材
の一部として、近隣の鈴鹿川で発生する河道掘削砂を活用しました。令和3年6月25日に文書を取り交
わして受入開始し、地盤改良で必要な砂 約21.5万m3のうち、約8.5万m3を受入しました。
またケーソン中詰材についても流用砂を活用しており、全体で約5千ｍ3を受入・使用する予定です。

５．施設整備の様子

【岸壁構造イメージ図】

【本体杭打設の様子】

【捨石投入(基礎工、被覆工、裏込工)の様子】

事業連携

ケーソンの中詰材が必要 河道掘削土砂の処分が必要

※環境へ配慮のため、瀬戸内海の多くの地域で海底砂の規制が進むなど、近年、砂の供給が課題となっている

【土留本体据付工事(ケーソン据付)の様子】

床掘および浚渫

本体杭打設

基礎石投入

●標準断面図

●標準断面図

令和8年度施工予定

令和9年度以降施工予定

令和7年度迄施工

海側 陸側

水深14m

被覆工事

裏込工事

基礎工事

土留本体据付工事
(基礎石投入)

保全課 伊藤更新

保全課 伊藤更新

ケーソン据付箇所

地盤改良工

床掘工

杭製作・打設

基礎石

被覆石

ケーソン製作

ケーソン据付

裏込工

上部工

東側取付部

舗装工

泊地浚渫

令和7年度迄施工 令和8年度施工予定 令和9年度以降施工予定

10BL

100m

120m

330m

330m

1BL

330m

2BL 3BL 4BL 5BL

330m

330m

11BL6BL 7BL 8BL 9BL

159m 171m

120m 210m

330m

120m 210m

210m

330m

230m



１

■国有港湾施設の長寿命化の推進
今後、建設後50年以上経過する施設の割合が加速度的に高くなり、社会資本の老朽化にともな

うメンテナンス対策費用の増加が懸念されています。厳しい財政状況等の情勢を踏まえつつも施
設機能を安定的に確保するためには、戦略的に維持管理を行っていくとともに、予防保全の徹底
による維持管理・更新にかかるトータルコストの縮減・平準化を図る必要があります。
四日市港では、2011年～2016年度（平成2３～２８年度）に係留施設１０施設、外郭施設１

施設を対象として、上部工等の損傷状況、空洞化の有無や潜水士による鋼材腐食状況などの点検
を行いました。その結果を踏まえ、令和8年度は東防波堤および26号岸壁の防舷材の取替を実施
していきます。

国有港湾施設の長寿命化対策の状況

１１

2026年度（令和8年度） 整備箇所

凡例

2025年度（令和7年度）迄 整備箇所

2027年度（令和9年度）以降 整備予定箇所

【令和８年度実施予定】

■貸付国有港湾施設整備事業（施設の整備状況）

＜四日市港 26号岸壁（Ｈ5年度年度建設） ＞

80号岸壁の補修（舗装打ち換え）箇所および舗装のひび割れ状況
令和8年度は26号岸壁における防舷材の取替を実施します。

舗装
工

26号岸壁の補修（防舷材取替）箇所および防舷材の損傷個所

2



R8d修繕工事内容（上部工：L字ブロック製作、Ｌ型ブロック据付（既設Ｌ型ブロック撤去→製作Ｌ型ブロック据付））

１１２

■予防保全事業（施設の整備状況）
＜四日市港 東防波堤（S38年度建設）＞

令和８年度はA工区における既設L型ブロックの撤去と新設L型ブロックの製作・据付を実施します。

【改良断面図】 【ブロック据付状況】

2026年度（令和8年度） 整備箇所

凡例

2025年度（令和7年度）迄 整備箇所

2027年度（令和9年度）以降 整備予定箇所

B～F工区
1250m

A工区
1200m

408m R8d施工範囲（60m）

A工区 L型ブロック

製作済 据付済
A工区

据付総延長

501m 468m 1200m

取替

整備前

（既設老朽化状況）

整備完了後

ケーソンは1個3m
R5dで501m製作済、420m据付（ストック81m）
R6dで468m据付（ストック33m）
R7dで540m済（追加39m）、528m据付（ストック12m）



＜海岸事業＞

１3

四日市港海岸の石原地区、塩浜地区は、背後に石油化学コンビナートがあり、エネルギー関連や石油
化学を中心とした製品の素材・原料等を製造する基幹産業が集積しています。

また、県内で最も人口が多い四日市市の市街地を控え、住宅が密集しているほか、国道1号、23号、

JR、近鉄が通る交通の要衝となっています。

四日市港海岸の海岸保全施設は、液状化の概念が考慮される以前の古い設計基準により整備されてい
る。また、施設直下には液状化層が堆積していることが確認されており、地震発生時には海岸保全施設
が変位し、防護機能が損なわれる可能性があります。

さらに、四日市市は、南海トラフ地震防災対策推進地域、同津波避難対策特別強化地域に指定されて
おり、四日市港海岸の津波対策は急務となります。

このため、2024年度（令和6年度）より石原地区・塩浜地区の約5kmについて直轄海岸保全施設整
備事業を実施していきます。

（伊勢湾台風による被害写真）

出典：四日市港のあゆみ（昭和62年3月発行）

L1津波による浸水想定図

石原地区
いしはら

塩浜地区
しおはま

浸水面積 767ha

浸水人口 5,959人

L1津波による浸水想定図

【事業概要】
・整備施設：護岸（改良）、胸壁（改良）、

樋門（改良）、陸閘（改良）
・事業期間：令和６年度～令和17年度
・総事業費：250億円

■直轄海岸保全施設整備事業（四日市港海岸）

【本体工（鋼管矢板打設）作業の様子】
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四日市港湾事務所では、港湾業務艇「朝明」の船体の老朽化
に加え、臨港道路霞４号幹線の事業着手により陸上工事が主体
となることから、平成25年度に「朝明」を廃船した。

一方、令和３年度新規採択された「霞ヶ浦地区国際物流ター
ミナル整備事業(W81)」や防波堤（東）などの予防保全事業の
実施に伴う海上工事の増加、また四日市港BCPなど直轄港湾事
務所の港湾防災に対する役割等、港湾業務艇のニーズが増して
いることから、令和５年度より新たな港湾業務艇の建造に着手
し、令和６年９月に「四日市庭浦」が完成した。

■港湾業務艇の主な用途

港湾業務艇は、港湾整備事業等に伴う工事監督・検査、測量・調査等の実施に加え、国有港湾
施設の劣化状況確認等の港湾の保全に係る調査に用います。ほか、災害発生時には航行区域内の
港湾施設の点検、緊急物資輸送活動に関する支援の実施等も行われます。

■諸元（想定）
・船体寸法：長さ１８．０ｍ×幅４．２ｍ×深さ２．０ｍ
•船種・材質：港湾業務艇 単胴 耐食アルミニウム合金
•主機関：３７０ｋＷ×２基
•速力：２５ｋｔ以上
•総トン数：２０トン未満
•航行区域：平水、限定沿海、沿岸
•乗組人員：２人

■付加機能
・海底測量装置（マルチビームソナー）
・監視カメラ
・探照灯
・小型クレーン

■航行可能範囲

港湾業務艇の航行可能範囲は、三重県沿岸としている。

R4.8.15 工務課
更新済
R4.8.26 大平更新
R5.3.28 山本更新

■港湾業務艇「四日市 庭浦」

１14

：新造船 航行範囲

日本小型船舶検査機構HPより作成

新造船完成イメージ

先任建設管理官確認
＜その他＞

四日市港湾事務所では、令和３年度
新規採択された 「霞ヶ浦地区国際物
流ターミナル整備事業(W81)」や防波
堤（東）などの 予防保全事業の実施
に伴う海上工事が増加しました。また
四日市港BCPなど直轄港湾事務所の
港湾防災に対する役割等、港湾業務艇
のニーズが増していることから、令和
５年度より新たな港湾業務艇の建造に
着手し、令和６年10月に 「四日市庭
浦」が完成しました。

四日市 庭浦

四日市 庭浦

旅客 12人

船員 2人

その他 10人

長さ/幅

深さ/喫水

総トン数

三重県四日市市

計24人

交付

船種および船名 汽船　四日市庭浦

船籍港又は定係港

速力（満載時）

令和6年 10月 ７日（鳥羽）

25kt

主要寸法

17.40m/4.20m

1.90m/0.77m

最大

搭載人員

19トン

■四日市庭浦の航行区域 ■庭浦の基本情報

■四日市庭浦の概要

■災害時対応への活用（災害時を想定した訓練の様子）

災害（地震、洪水、土砂災害等）による道路の寸断等で志摩半島や離島で孤立した場合に、海上輸送による

救助・救援や物資輸送等の災害支援を行うことを想定し、「四日市庭浦」を用いた各種訓練を実施しました。
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■四日市港におけるカーボンニュートラルポート形成に向けた取り組み

四日市コンビナートのCNの取組状況
四日市コンビナートのカーボンニュートラル化に向けた検討委員会
令和４年 ３月22日 第一回委員会、 ７月20日 第二回委員会、

 11月11日 第三回委員会

令和５年 １月12日 第四回委員会

◇設立趣旨

目的達成に向けて、四日市コンビナートの方向性を検討していく必要がある

ため、産官学の関係者からなる委員会を設置し、今後の方向性を検討

• 目標達成に向け、四日市市と三重県が協働し、企業や国等とも連携するとともに、専門家
の知見も取り入れながら、「四日市 コンビナートのカーボンニュートラル化に向けた検討
委員会」を設置し、来るべきカーボンニュートラル社会に対応するための、四日市コンビナ
ートのあるべき姿や方向性を打ち出していく。

• 必要に応じて、詳細な議論を行うためのWGを設置可能。
• また、既存の枠組みである四日市コンビナート先進化検討会においても、適宜検討を行
い、その内容や意見を委員会に提供 する。その他、検討委員会の委員以外の企業や団
体からも意見を聴取するとともに、四日市市・三重県がこれまで連携してい る水素やア
ンモニア等の新エネルギーに関連する各種団体とも意見交換を行っていく。

四日市港カーボンニュートラル推進フォーラム

日時：令和４年５月22日（日） 13:00～15:20

場所：四日市港ポートビル２Ｆ大会議室

主催：四日市港管理組合

内容：（基調講演）
カーボンニュートラルの実現に向けた港湾と海運の取組
➣流通科学大学名誉教授 森 隆行

（報告）
①カーボンニュートラルポート（ＣＮＰ）形成に向けて
➣国土交通省港湾局 産業港湾課長 西尾 保之
②四日市港カーボンニュートラルポート（ＣＮＰ）形成に向けて
➣四日市港管理組合 経営企画部理事 林 寛之

（背後圏企業の発表）
カーボンニュートラル実現に向けた取組
➣三菱ケミカル(株)

➣日本トランスシティ(株)

➣昭和四日市石油(株)

渡邉副大臣 来賓挨拶フォーラムの様子

○令和４年５月22日（日）、四日市港ポートビルで「四日市港カーボンニュートラル推進フォーラム」を開催。 （主催：四日市港管理組合）

○脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化に取り組むとともに、石油化学産業等が集積する四日市コンビナート企業と連携し、官民両輪

で2050年カーボンニュートラル社会の実現に向けた機運醸成を図ることを目的に開催されたもの。

○また、具体化の場として、令和4年度は『四日市コンビナートのカーボンニュートラル化に向けた検討委員会』、『四日市港カーボンニ

ュートラルポート協議会』を設置し検討を進めた。

四日市港カーボンニュートラルポート協議会

230323更新

企画調整課確認

四日市港港湾脱炭素化推進計画

○脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化に取り組むとともに、石油化学産業等が集積する四日市コンビナート企業と連携し、官民両輪で2050

年カーボンニュートラル社会の実現に向けた機運醸成を図ることを目的に、各会議が設立され検討が進められています。

◆『四日市港港湾脱炭素化推進協議会』：令和5年度～

令和6年3月に「四日市港港湾脱炭素化推進計画」を策定され、令和6年度には「脱炭素化推進地区の指定（全国で初）」、「バイオディーゼル燃料

実証実験」などの取組を進めるとともに、促進事業等の進捗状況についてフォローアップ（計画変更）が行われています。

◆『四日市カーボンニュートラル化推進委員会』：令和5年度～

前身である「四日市コンビナートのカーボンニュートラル化に向けた検討委員会」がとりまとめた「2050年カーボンニュートラル化に向けた検
討報告書」等を基に、企業間の連携によるプロジェクト創出や企業と行政が連携した実証実験などの新たな取組みを推進するため、７つの部会
を設置し具体化に向けた検討を推進しています。

四日市カーボンニュートラル化推進委員会

◇部会構成と取組・検討内容◇設立経緯

・令和４年３月に設置した、四日市コンビナートのカーボンニュート
ラル化に向け た検討委員会において、2030年・2050年の四日市コ
ンビナートが目指す将来像について検討が行われ、令和５年３月に
2030年・2050年の四日市コンビナートが目指す将来像であるグラン
ドデザインや実現に向けたロードマップ等を公表しました。

・本委員会の検討結果を踏まえて、カーボンニュートラル社会に貢献
するコンビナートを実現するためには、企業間の連携によるプロジ
ェクト創出や企業と行政が連携した実証実験などの新たな取組みを
推進する必要があることから、新たに「四日市コンビナートカーボ
ンニュートラル化推進委員会」を設置しました。

◇開催状況

令和５年 ７月19日 第一回委員会

令和６年 １月16日 第二回委員会

令和７年 ２月６日 第三回委員会

令和８年 ３月５日 第四回検討会

港湾脱炭素化推進計画の目標

脱炭素化推進地区制度の活用等を見据えた 
土地利用の方向性

バイオディーゼル燃料実証実験の概要



16

■四日市みなとまちづくりの取り組み
令和3年11月、四日市地区みなとまちの将来像を「モノ・ヒトがともに集う出会い・憩い・

賑わいのみなとまち よっかいち庭浦（仮称）」と定めた「四日市みなとまちづくりプラン［基本
構想］」を策定しました。

 「市民に寄り添い、訪れる人をもてなす「みなとまち“新たな四日市庭浦※１”」を目指して、
6つのプロジェクトと2つの継続的な取組を掲げ、四日市みなとまちづくり協議会※２を中心に  
イベント等を開催し、みなとまちづくりの取組を進めています。

千歳運河賑わい想像プロジェクト イメージ 第1埠頭及び周辺地区再生プロジェクト イメージ

2025.10.19開催 Yokkaichi BAURAミーティング （主催：四日市みなとまちづくり協議会）

※１ 四日市庭浦 … 1473年（文明5年）の外宮庁宣案に記載された地名。この時代から、既に「四」のつく日に定期市が開かれており、「四日市」
という地名の由来とされている。

※２ 四日市みなとまちづくり協議会 … 構成団体：四日市港利用促進協議会、四日市市、四日市港管理組合、四日市港湾事務所、四日市商工会議所

詳細はこちら
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尾鷲港位置図

発電所ヤード

第1ヤード

第2ヤード

出典：Googleマップ

令和4年1月には、尾鷲商工会議所を中心に「尾鷲港振興会」を設立し、ポートセールスや
企業誘致の取組を進めている。
令和4年3月26日には、「みなとまちづくりフォーラムin尾鷲※」を開催し、尾鷲港を利用

したクルーズ振興や物流の取組について情報共有がされた。

※主催者：尾鷲港振興会、尾鷲市、尾鷲商工会議所、おわせSEAモデル協議会、三重県、
都市環境ゼミナール、中部地方整備局

「みなとまちづくりフォーラムin尾鷲」(令和4年3月26日）

■尾鷲港における取り組み

尾鷲港は中部電力尾鷲三田火力発電所の廃止等を受け、平成29年1月1日に不開港になった。
中部電力(株)、尾鷲市、尾鷲商工会議所の三者を中心に構成される「おわせSEAモデル協議

会」にて尾鷲三田火力発電所跡地再生による地方創生の取組を進めている。

出典：令和7年4月23日 尾鷲市政策調整課提供資料



230313：津松阪港海岸完成予定追加

１18

230315：工務課更新＜四日市港の歩み＞

3 年 （１８７０） 汽船による四日市～東京の貨客定期航路を開始

32 年 （１８９９） 開港場に指定

35 年 （１９０２） 四日市港に綿花の輸入開始

11 年 （１９２２） ニューヨーク航路に続いて南米航路の第一船入港

13 年 （１９２４） 豪州定期航路開始

14 年 （１９２５） 第２号埋立地完成 千歳町と命名

3 年 （１９２８） 第三号埋立地（石原町）完成

27 年 （１９５２） 特定重要港湾に指定

31 年 （１９５６） 塩浜地区に第一石油コンビナート形成

36 年 （１９６１） 港湾計画新規策定

38 年 （１９６３） 午起地区に第二石油コンビナート形成

39 年 （１９６４） 石原沖シーバース（海上荷役施設）完成

41 年 （１９６６） 四日市港管理組合設立

42 年 （１９６７） 霞ヶ浦地先埋立（第三石油コンビナート）起工

44 年 （１９６９） 豪州定期航路コンテナ第一船入港（コンテナ輸送開始）

48 年 （１９７３） オーストラリアパビリオン霞ヶ浦緑地公園に完成

52 年 （１９７７） ニュージーランド航路コンテナ船初入港

55 年 （１９８０） 四日市港外航定期船寄港促進期成同盟会発足

57 年 （１９８２） 港湾計画改訂

59 年 （１９８４） 四日市港築港１００周年、開港８５周年記念式典挙行

元 年 （１９８９） 四日市港開港９０周年記念式典挙行

5 年 （１９９３） 港湾計画改訂

8 年 （１９９６） 四日市港国際物流センター完成

10 年 （１９９８） 港湾計画改訂

11 年 （１９９９） 四日市港開港１００周年記念式典挙行

12 年 （２０００） 第二、第三航路泊地（－１４ｍ）完成

16 年 （２００４） 名古屋港とともにスーパー中枢港湾に指定

19 年 （２００７） 北米定期航路コンテナ第一船入港

26 年 （２０１４） 四日市港埠頭株式会社が特例港湾運営会社に指定

27 年 （２０１５） 四日市港埠頭株式会社によるW27ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙの運営開始

29 年 （２０１７） 名古屋四日市国際港湾株式会社設立

30 年 （２０１８） 臨港道路（霞4号幹線）の開通

元 年 （２０１９） 四日市港開港120周年記念式典挙行

3 年 （２０２１） 四日市港霞ヶ浦地区国際物流ターミナル（W81）整備事業の新規事業化

4 年 （２０２２） 四日市港霞ヶ浦地区国際物流ターミナル（W81）整備事業着工

6 年 （２０２4） 四日市港海岸直轄海岸保全施設整備事業の新規事業化

23 （２０１１）

（２００６）年18

令和

平成

45 年 （１９７０）

年

大協沖シーバース完成
豪州シドニー港との姉妹港提携式挙行

霞ヶ浦地区に第三石油コンビナート形成
港湾計画改訂

稲葉三右衛門氏私財を投じ築港（旧港）に着手 (明治17年完成）
明治

大正

46 年

43 年

昭和

（１９６８）

（１９７１）

6 年

28 年 （２０１６）

（１８７３）

四日市港コンテナ埠頭(株)発足
霞ヶ浦地区専用コンテナ埠頭着工（昭和４８年５月供用開始）

霞ヶ浦北ふ頭－１４ｍ岸壁供用開始
霞ヶ浦北ふ頭コンテナターミナル（第１バース）オープン

霞北埠頭流通センター着工（民都機構から特定民間都市開発事業
（共同型都市再構築業務・港湾）の支援措置を受ける）
霞ヶ浦北ふ頭コンテナターミナルにガントリークレーン１基増設

港湾計画改訂
国際拠点港湾に指定

明治 ３年 （1870） 汽船により四日市～東京の貨客定期航路を開始

６年 （1873）

３２年 （1899）

３５年 （1902）

大正 １１年 （1922）

１３年 （1924）

１４年 （1925）

昭和 ３年 （1928）

２７年 （1952）

３１年 （1956）

３６年 （1961）

３８年 （1963）

３９年 （1964）

４１年 （1966）

４２年 （1967）

４３年 （1968）

４４年 （1969）

４５年 （1970）

４６年 （1971）

４８年 （1973）

５２年 （1973）

５５年 （1977）

５７年 （1980）

５９年 （1982）

平成 元年 （1989）

５年 （1993）

８年 （1996）

１０年 （1998）

１１年 （1999）

１２年 （2000）

１６年 （2004）

１８年 （2006）

１９年 （2007）

２３年 （2011）

２６年 （2014）

２７年 （2015）

２８年 （2016）

２９年 （2017）

３０年 （2018）

令和 元年 （2019）

３年 （2021）

４年 （2022）

６年 （2024）

７年 （2025）

７ 年 （２０２5） 港湾計画改訂



四日市市新正3-7-27 

TEL：059-351-1357

交通のご案内

・近鉄新正駅 下車 徒歩10分

『海とみなとの相談窓口』フリーダイヤル
大いに 良くなれ みなと

０１２０－４９７－３７０
“海やみなと”の疑問・質問・相談をお待ちしています。

http://WWW.yokkaichi.pa.cbr.mlit.go.jp

更新日：2026年（令和8年）4月

日付更新
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